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工学系高度人材育成の動向と海外との比較

１．我が国の基礎研究が危ない

◇ 学術論文に見る研究力の低下

◇ 基礎研究を支える研究費と研究者

２．高度工学系人材としての博士人材

◇ 博士人材の産業での活躍に関する国際比較

◇ 博士人材の育成環境について

３．科学技術立国の復活に向けて
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最近の論文掲載数の国際比較（1982～2012）

（国立大学協会・政策研究所より）

1985：基礎研設立ブーム

2004：国立大学法人化

1995: 科学技術基本法
1996～科学技術基本計画

バブル崩壊
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（国立大学協会・政策研究所より）

工学系論文数の推移
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発表論文数ランキングの推移

（科学技術・学術政策研究所より）

（2001-2003年）→（2011-2013年）IF: Impact Factor Top10, Top1
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基盤的資金と外部資金の推移

454.5 441.7 436.6 431.8 422.4 418.7 412.4 382.9

246.5 274.4 289.4 315 335 341 361.8 403.6

Ｈ18 Ｈ19 Ｈ20 Ｈ21 Ｈ22 Ｈ23 Ｈ24 Ｈ25

主要国立大学（八大学＋筑波）資金の推移 （単位10億円）

基盤 外部

（学術研究懇談会（RU11）提言（H26.8.26）のデータより作成）
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大学研究費の国際比較

（科学技術・学術政策研究所より）

大学に投入される研究費の国際比較
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大学公的研究資金と論文数大学への人口あたり公的研究資金と論文数の相関

（国立大学協会・政策研究所より）
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科研費論文数と非科研費論文数の割合

（科学技術・学術政策研究所より）

W: Web of Science

K: Kakenhi (科研費)
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研究機関別の政府提供資金と論文数

政府供給研究開発資金の支出先内訳
（2013年）

論文数(2009-2011平均）内訳

大学
39%

公的機関
52%

非営利団体
4%

企業
5%

国立大学
55%

公立大学
5%

私立大学
19%

大学共同
1%

独法
10%

施設等機関
2% 企業

8%

（国立大学協会・政策研究所より）
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実行大学研究者数と論文数

（国立大学協会・政策研究所より）

人口あたり（実効）大学研究者数と論文数
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国立大学の経常費用の推移
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任期付き・任期無し教員数の推移（RU11）

（科学技術・学術政策研究所より）



14
TOKYO TECH

Eight-University Engineering Association

任期の有無と年齢別職位構成(RU11)

（科学技術・学術政策研究所より）
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大学教員の職務活動時間割合

（科学技術・学術政策研究所より）

教育
23.7%

研究
46.5%

社会サービス
（研究関連）

3.4%

社会サービス
（教育関連）

2.8%

社会サービス
（その他）

3.6%

その他
（学内事務等）

19.9%

36.5%                                                     27.3%                      5.9%   5.0%  5.8%             19.5%

35.0%                                                        28.4%                      4.9%  5.0%     9.2%               17.5%

0%         10%          20%         30%          40%         50%          60%          70%         80%          90%         100%

2002

2008

2013

（調査年）
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カテゴリー別の研究時間割合

研究時間割合

2002年
調査

2008年
調査

2013年
調査

全大学等 46.5% 36.5% 35.0%

カ
テ
ゴ
リ
ー

大学の種類別

国立 50.7% 41.0% 42.5%

公立 47.2% 37.7% 36.6%

私立 42.7% 33.3% 29.9%

組織の学問分野別

人文・社会科学 46.4% 33.9% 35.0%

理学 56.9% 48.7% 51.0%

工学 48.2% 37.7% 39.2%

農学 50.3% 40.0% 40.2%

保健 46.0% 38.8% 31.9%

その他 39.2% 28.4% 28.5%

個人の職位別

教授 44.9% 34.2% 33.1%

准教授（助教授） 47.4% 34.2% 35.7%

講師 44.0% 35.4% 31.6%

助教（助手） 55.8% 52.2% 40.8%

論文シェアによる
大学グループ別

第１G 57.3% 50.0% 52.5%

第２G 50.1% 42.0% 42.0%

第３G 50.5% 39.0% 37.9%

第４G 47.7% 38.6% 33.8%

研究時間割合の差分（ポイント）

02年調査→

08年調査

08年調査→

13年調査

-10.0 -1.5

-9.8 1.5

-9.5 -1.1

-9.4 -3.4

-12.4 1.0

-8.2 2.3

-10.5 1.5

-10.4 0.2

-7.1 -6.9

-10.8 0.1

-10.7 -1.1

-13.2 1.5

-8.6 -3.8

-3.5 -11.4

-7.4 2.5

-8.1 0.1

-11.6 -1.0

-9.0 -4.8

（科学技術・学術政策研究所より）
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米国主要大学の研究室構成

大学
教授/
准教授

分野 サンプル
数

研究員（人） 院生（人）

平均
標準偏

差
平均

標準偏
差

Harvard 1
計算科学/材料

/バイオ
17 4.1 3.0 5.4 0.8 

Caltech 1 化学 24 3.8 2.3 8.0 4.2 

MIT 1 材料 13 4.0 3.9 6.2 3.2 

Stanford 1 電気/応物 9 1.8 2.0 7.1 3.0 

（研究室ホームページより）Stanford大・研究室秘書の話
「教授の授業負担は１クラス/週」
「研究以外のエフォートは20%くらい」
「入試関連業務は専門の部署があり、教授陣は関与しない」
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論文筆頭著者における若手研究者（学生、ポスドク）の割合

（科学技術・学術政策研究所より）

回答数

若手研究者の割合

学生 ポストドクター

通常論文

日本

自然科学系 849 35% 25% 10%

物理科学系 448 31% 22% 9%

生命科学系 270 45% 34% 11%

米国

自然科学系 606 49% 31% 19%

物理科学系 298 53% 38% 15%

生命科学系 117 60% 33% 27%

高被引用度論文

日本

自然科学系 274 39% 19% 20%

物理科学系 158 33% 18% 15%

生命科学系 66 52% 20% 32%

米国

自然科学系 261 51% 23% 28%

物理科学系 129 57% 38% 19%

生命科学系 59 64% 14% 51%
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２．高度工学系人材としての博士人材

◇ 博士人材の活躍に関する国際比較

◇ 博士人材の育成環境について
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博士学位取得者数の国際比較（１）

我が国の科学技術分野における博士修了者率（対同一年齢層）は0.41％であり、
ＯＥＣＤ加盟国３４ヶ国（平均0.52%）中、25番目（先進国ではほぼ最下位）である。

注目トピック：オランダでは、2000年～2012年の
12年間で年間の博士論文数を80%増加させた。

出典：ＯＥＣＤ科学・技術・産業 アウトルック2012 （OECD Education at a Glance 2011 & OECD Education Database）
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博士学位取得者数の国際比較（２）

実質ＧＤＰと理工系博士号取得者数の推移
諸外国は一人当り実質ＧＤＰ増加（経済成長）に対して博士号取得者
数も増加傾向にあるのに対して、日本の近年は実質経済成長に対して
博士号取得者数の伸びが見られない。

出典：村上進亮、高橋浩之、加藤隆史、光石衛、博士号取得者数の国際比較、工学教育（J. JSEE）, 61-6 (2013)

・ 各国の博士号取得者数と経済規模（ＧＤＰ）を回帰分析したとき、欧米諸国はほぼ回帰線（標準的
な数）近傍にあるのに対して、日本の博士数はグローバル標準の半分程度の少ない位置にある。

・ 理工系博士号取得者数の推移をみると、英、独、韓、中は、一人当り実質ＧＤＰ増加、すなわち経
済成長を反映して博士が増加しているのに対して、わが国は博士数の伸びが見られない。

理工分野の博士号取得者数と経済規模
経済規模の代理変数としてＧＤＰを用い、各国の博士号取得者数を
ＧＤＰで線形回帰。回帰線に対して米、英、独などは概ねライン上に
位置するものの、中国、および日本はかなりかけ離れた位置にある。
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八大学工学系における学生の流れ（参考）

八大学の工学部・基礎工学部等、および大学院修士課程には学年当り約 8,400名が在学してい
るものの、博士課程の学生数は約2,200名（半数は留学生）と少数となる。また、学部・修士課程
から博士課程への進学率はせいぜい1割程度に留まっている。

退
学

2
9
0

工学部
基礎工学部
8,000 /学年

学部
1年

学部
2年

学部
3年

学部
4年

修士
1年

修士
2年

博士
1年

博士
2年

博士
3年

八大学26 研究科
8,400 /学年

他大学・高専・海外 2,400

就職 780

八大学26 研究科等
2,200 /学年

就職
6,700

大学・研究機関
800

就職
740

社会人・海外 670

内部進学
870

内部進学
5,800

退
学

2
6

0

退
学

3
9
0

H24年度またはH25年度の学年当り学生数、
あるいは、ここ数年の平均的学年当り学生数

＜１１学部＞北海道大学工学部／東北大学工学部／東京大学工学部／東京工業大学工学部・命理工学部／名古屋大学工学部／京都大学工学部／大阪大学工学部・
基礎工学部／九州大学工学部・芸術工学部

＜２６大学院＞北海道大学大学院 工学研究院・総合化学研究院・情報科学研究科／東北大学大学院工学研究科・情報科学研究科・環境科学研究科・医工学研究科
／東京大学大学院 工学系研究科・情報理工学系研究科・新領域創成科学研究科／東京工業大学大学院理工学研究科・生命理工学研究科・総合理工学研究科・情報
理工学研究科・社会理工学研究科／名古屋大学大学院工学研究科／京都大学大学院 工学研究科・エネルギー科学研究科・情報学研究科／大阪大学大学院工学研
究科・基礎工学研究科・情報科学研究科／九州大学大学院工学院・芸術工学院・システム情報科学研究院・総合理工学研究院
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産業における博士人材の活躍

企業の研究者に占める博士号取得者の割合は
OECD諸国の中で低いランクに留まる

出展：文部科学省科学技術政策研究所調査資料―103 「博士号取得者の就業構造に関する
日米比較 の試みーキャリアパスの多様化を促進するためにー」（H15年12月）

博士活躍の日米比較：博士人材の多くが民間企業で活躍
する米国、企業への就職割合が低い日本

優遇してい
る26.6%

優遇していない
73.4%

ほぼ同等78.7%

博士課程修了者の方
が優れている18.0%

修士課程修了
者の方が優れ
ている3.3%

博士修了者の業務遂行能力に
対する評価も今ひとつ。

（出展：「企業における博士課程修了者の状況に関するアンケート調査結果」
産業技術委員会（2007.2.21）円グラフに改変）

日本の主要企業における技術系採用は
修士が中心 （新卒：2001-2006）

（出展：「企業における博士課程修了者の状況に関するアンケート調査結果」
産業技術委員会（2007.2.21）円グラフに改変）

企業における博士人材活用の背景 主要企業の技術系採用

日本における博士課程修了者採用
時の優遇措置はまだまだ。
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米国における博士人材の評価・能力開発

米国における取得学位別・学位取得後
経過年数別の平均年収（2003）

http://www.mext.go.jp/b_menu/hakusho/html/hpaa200701/016.htm

①米国では、研究者としてのキャリアアップを図る上で、博士号を取得

することが有利に働くこと

②大学の研究レベルを高めるために、各大学は優秀な学生を大学院

に集めることを競い合うこと

③進学した優秀な大学院生に対し、担当する研究活動の価値を社会

的に認め、相当の対価を払う代わりに、大学院生は応分の責任を

担うこと

④こうした研究活動に加え、Ph.D適正試験を通じ、研究ﾘｰﾀﾞｰとしての

能力、あるいは将来の研究ﾘｰﾀﾞｰとしての潜在能力を徹底的に鍛え

られること

⑤中でも、独自の研究構想を組み立て、これを発表し、周りを説得する

能力が試される「プロポーザル」は、博士課程学生が研究ﾘｰﾀﾞｰとし

ての力を養う重要な場となっている

（「切磋琢磨するアメリカの科学者たち（菅裕明著）」を基
に、科学技術人材の活動実態に関する日米比較分析-

博士号取得者のキャリアパス-科学技術政策研究所・日
本総研（2005年3月）から抜粋）

米国においては学位取得者の評価が高い。
平均年収は学位取得後30年で修士の1.5倍
に到達する。

米国においては、科学技術人材が研究者としての
能力を高め、活躍の場を広げていく仕組みが有効
に機能している。
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我が国の博士人材育成のための教育プログラム

1. 21世紀COE & グローバルCOE

我が国の大学院の教育研究機能を一層充実・強化し，国際的に卓越した研究
基盤の下で世界をリードする創造的な人材育成を図るため，国際的に卓越し
た教育研究拠点の形成を重点的に支援し，もって，国際競争力のある大学づ
くりを推進することを目的とする（グローバルCOE）。

2. 博士課程教育リーディングプログラム

プログラム全体のイメージ

優秀な学生を俯瞰力と独創力を備え広く産学官にわたりグローバルに活躍するリー
ダーへと導くため，国内外の第一級の教員・学生を結集し，産・学・官の参画を得つつ，
専門分野の枠を超えて博士課程前期・後期一貫した世界に通用する質の保証された
学位プログラムを構築・展開する大学院教育の抜本的改革を支援し，最高学府に相
応しい大学院の形成を推進する。(事業期間：原則7年間)

類型・テーマ 平成23年度 平成24年度 平成25年度

オールラウンド型 3 (2) 2 (2) 2 (2)

複合領域型

環境 4 (3) 2 (1)

生命健康 4 (3) 2 (1)

物質 3 (3) 3 (2)

情報 3 (3) 4 (1)

多文化共生社会 3 (1) 3

安全安心 1 (1) 2 (1)

横断的テーマ 2 (1) 2 (1) 2 (1)

オンリーワン型 6 (1) 5 4

【選定数】

( )は八大学工学系研究科が関わるプログラム数

（平成25年度博士課程教育リーディングプログラムパンフレットより）
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欧・米・日の大学院における学位授与審査過程の比較（１）

【アメリカの大学（UCB）の場合】

【ヨーロッパの大学（オルレアン大学・フランス）の場合】

標準学修期間：5～6年（修士/博士課程の区別無）

講義

学業成績が
不十分の場

合退学

失格の場合
修士学位取
得後，退学

博士学位
資格取得試験

• 基礎知識，研究テーマの理論的，
応用的側面に関する2～3 hr の

口頭試問
• 4～5名の審査委員

（外部委員必須）

失格の場合修士学
位取得後，退学

博
士
学
位
資
格
取
得

博士論文審査

• 3名の審査委員
（研究指導教員，

内部委員，
外部委員）

博
士
学
位
取
得

博
士
論
文
研
究

入
学
審
査

博
士
学
位
資
格
取

得
試
験
受
験
の
た

め
の
予
備
試
験

博
士
講
演

博士課程：3年（標準）

入
学
審
査

75%が修士学位取得後，企業へ就職

博
士
論
文
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究
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査読

• ２名の査読者

博士論文審査

• 審査委員は3～8名
（半数以上は外部委員）
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（角田敏一，大学評価・学位研究，13, 23-36 

(2012), 13, 39-56 (2012), 14, 21-35 (2013)より）
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欧・米・日の大学院における学位授与審査過程の比較（２）

【ヨーロッパの大学 （デンマーク工科大学）の場合】

（角田敏一，大学評価・学位研究，13, 23-36 

(2012), 13, 39-56 (2012), 14, 21-35 (2013)より）

【日本の場合】
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博士論文審査

• 審査委員は3名
（２名は外部委員，
内１名は外国人，
指導教員は除く）

• 予備審査必須
• 公聴会必須

修士課程：2年 博士課程：3年（原則）
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博士論文審査

• 審査委員は3～5名
• 予備審査必須
• 公聴会必須

博士課程：3年（標準）
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欧州における学費と奨学金（国別）

資料： Relationship between average tuition fees charged by public institutions and proportion of students 

who benefit from public loans and /or scholarships/grants in tertiary-type A education (2011), Education at a Glance 2014 

公
立

大
学

の
学

費
（
U

S
D

/年
)

公的な教育ローン・奨学金・給付奨学金を受給している学生の割合（％）

2011 Academic year
日本：
2010～11年度の国公立の高等教育期間の平均授業料は5,019ドル．
公的な奨学金の利用者は約４割．

学費は高いが奨学金
は充実している国

学費は安く
奨学金受給率も少ない国

学費は安く奨学金も
充実している国

欧州ではそもそも学費が安い。学費が高い国でも大多数の学生が各種奨学金を受給している。
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資料：UNIESCO Institute

for Statistics

欧州型は国による手厚い学生支援
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出典：Public support for tertiary education(2011), Education at a Glance 2014
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支援割合も高い。
（英・米・豪等）
日本では、教育費の約
30%を公的資金により
補助している。しかし、
そのほとんどが返済を
要する教育ローン（貸
与型奨学金）である。

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

S
w

it
ze

rl
an

d

N
e
th

e
rl
an

ds

S
w

e
de

n

F
in

la
n
d

S
in

ga
po

re

Ir
e
la

n
d

B
e
lg

iu
m

F
ra

nc
e

Ic
e
la

n
d

H
u
n
ga

ry

N
e
w

 Z
ea

la
n
d

S
pa

in

U
n
it
e
d 

K
in

gd
o
m

It
al

y

J
ap

an

P
o
rt

u
ga

l

C
ze

c
h 

R
e
pu

bl
ic

P
o
la

n
d

B
ra

zi
l

C
h
ile

P
P

P
 U

S＄

学生一人当りの公的資金支出学の購買力
平価での比較（2010年）

高等教育学生一人当りの公的資金の
国民一人当りGDP比（2010年）

資料：UNIESCO Institute for Statistics

そもそも欧州諸国では伝統的に公的資金による手厚い学生支援が行われている。

公的支援の内容（国別）
2010/2011 Academic year 



30
TOKYO TECH

Eight-University Engineering Association

博士学生生活支援 日米比較

出典：中央教育審議会大学分科会 大学院部会（第67回）H25.10.31他。アメリカのデータは、2009年で、1ドル95円で換算。

注）貸与型奨学金 日本はJASSOのみ。給付型奨学金、日本はJSPSのみ。

アメリカでは、多くの大学院学生（90%以上）が給付型奨学金、リサーチ・アシスタ
ント等により返済義務のない生活費相当分の支援を受けている。日本では、学費・
生活費の心配なく学業に専念できる学生は、JSPS特別研究員など少数に限られ、
TA, RAの給与は生活を支えるには程遠い。
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学費の免除 日米比較

大学院で学費を免除された人数の割合は、一部免除を含んで日本34.9％、
アメリカ79.0％。全額免除された割合は、日本1.7％、米国57.3％と、日本は

圧倒的に少ない。

大学院で学費の免除された割合

出典：文部科学省 科学技術政策研究所 科学技術政策研究所「我が国の博士課程修了者の大学院における
修学と経済状況に関する調査研究」、2012年3月
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Stanford 大学における博士課程学生への経済的支援の例

Stanford Graduate Fellowship in Science and Engineering
人数：毎年130名

期間：3年間

給付金：授業料（37,000ドル）＋給付金（36,500ドル）

→ ３年間トータルで22万ドル（2,600万円、1ドル120円換算）以上の給付

（電気工学科の例）

大学院には修士・博士の区別なく入学。院生は研究補助者(RA)という位置づけで
あり、研究補助業務に対して給与が支払われる。給与額はエフォートによって決ま
る。通常は50%で額は$3,145/month。夏休み期は、授業が無く研究に割く時間数が
多いという理由により、エフォートは50-90%とカウントされ、その分たくさん貰う。増
額量は教授に依る。授業料は、学校と教授が負担し、学生が払うことはない。以上
の原資は教授が獲得してくる研究資金。したがって、教授の資金力によって研究室
の学生数が違ってくる。
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科学技術を基盤に産業を牽引する博士人材育成の提言

基本コンセプト
【産官学が連携する取り組み】
社会のニーズと博士人材に期待され
る役割を徹底的に考える場を産官学
連携して構築し、博士課程教育改革

を推進。

産官学連携で
正の循環を！

＜産学共同研究の推進＞
【大学・産業界に求める取り組み】

共同研究のテーマから学術的要素を抽出して、
博士課程学生が研究課題として取組める研究を推進。

学から産へ応用展開力を養成。

＜博士インターンシップの拡充＞
【産業界・大学に求める取り組み】

博士課程学生が中長期インターンシップにより、
科学技術の社会的価値を体験できる場を提供。

＜優秀な学生の博士課程進学を促進＞
【大学がなすべき取り組み】

向上心が強く勉学意欲の高い学生が博士課程に進学す
る取組を強力に推進。

＜博士課程学生に明るい
キャリアパスを確保＞

【産業界に求める取り組み】
博士課程修了者の採用数の増加。

キャリアと能力に見合った給与の支給。
イノベーション創出マインドの醸成。

＜学生への経済的支援の充実＞
【政府・産業界に求める取り組み】

博士課程学生に対する、給付型奨学金、授業料免除、
特別研究員採用、TA・RA雇用等、
手厚い経済的支援を実施。

＜魅力あるリーダ育成プロ
グラムの設計と実行＞

【大学がなすべき取り組み】
専門知識とともに課題解決能力、指導
力を徹底的に鍛える教育プログラムの

設計と着実な実行。
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お わ り に

科学技術立国の復活に向けて

いま、何をやるべきでしょうか？


